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告 示

高知県告示第1033号

高知県政府調達に係る苦情の処理手続要領（平成 8年 9月高知

県告示第584号）の一部を次のように改正する。

令和 3年12月 3日

高知県知事　濵田　省司

題名中「に係る」を「に関する」に改める。

第 1条を次のように改める。

（趣旨）

第 1条　この要領は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達

手続の特例を定める政令（平成 7 年政令第372号）第 1 条の

2012年 3月30日ジュネーブで作成された政府調達に関する協定

を改正する議定書によって改正された協定（同条の1994年 4 月

15日マラケシュで作成された政府調達に関する協定をい

う。）、経済上の連携に関する日本国と欧州連合との間の協定

その他の国際約束（以下「協定等」という。）の適用を受ける

調達に関する苦情の処理に関し必要な事項を定めるものとす

る。

第 2条第 1項中「文書で」を「書面により」に、「調達機関に

対する提案をする」を「当該調達機関に対する提案を行う」に改

める。

第 3条第 1項中「協定」を「協定等」に、「苦情」を「書面に

より苦情」に改め、同条第 2項中「協定」を「協定等」に改め、

同条第 3項中「いずれからも」を「いずれからも、書面による通

知をもって」に改め、同条第 4項中「協議により、」を「協議に

よっても」に、「、協議」を「、当該協議」に、「苦情申立期間

から除外する」を「、第 6条第 1項に規定する苦情の申立てがで

きる期間から除外するものとする」に改める。

第 4条第 1項中「特に規定のない限り」を「別段の定めがない

限り」に改める。

第 5条第 1項中「すべての」を「全ての」に、「苦情処理手続

（」を「苦情の処理手続（」に、「次条第 5 項」を「次条第 6

項」に、「文書で」を「書面により」に改め、同条第 3項中「文

書で」を「書面により」に改め、同項を同条第 4項とし、同条第

2項の次に次の 1項を加える。

3　第 1項の規定による参加の通知を行った供給者は、苦情処理

手続の適用を受けるものとする。

第 6条第 1項中「協定」を「協定等」に、「苦情の申立てを」

を「書面により苦情の申立てを」に改め、同条第 5項中「苦情の

申立てを行った者（以下「苦情申立人」という。）」を「苦情申

立人」に、「その旨」を「、その旨」に、「文書で」を「書面に

より」に、「委員長の」を「委員会の委員長が」に改め、同項を

同条第 6 項とし、同条第 4 項を同条第 5 項とし、同条第 3 項中

「文書で」を「書面により」に改め、同項を同条第 4項とし、同

条第 2項中「 7作業日」を「10作業日」に、「文書で」を「書面

により」に改め、同項第 2号中「協定」を「協定等」に改め、同

項を同条第 3項とし、同条第 1項の次に次の 1項を加える。

2　委員会は、苦情の申立てに係る書類に不備があると認めると

きは、当該苦情の申立てを行った者（以下「苦情申立人」とい

う。）に対し、その補正を求めることができる。ただし、当該

不備が軽微なものであると認めるときは、委員会の委員長は、

職権でこれを補正することができる。

第 7条第 1項中「苦情処理」を「、苦情処理」に、「10日」を

「12作業日」に、「文書で」を「書面により」に改め、同条第 2

項中「苦情処理」を「、苦情処理」に、「文書で」を「書面によ

り」に改め、同条第 3項及び第 4項ただし書中「文書で」を「書

面により」に改め、同条第 5項中「当該文書」を「当該書面」に

改め、同条に次の 1項を加える。

6　第 4項ただし書の通知があった場合においては、委員会は、

当該理由が認めるに足りるものであるかどうかを判断し、その

結果を直ちに苦情申立人及び関係調達機関に書面により通知す

るものとする。

第 8条第 1項中「説明」を「、説明」に、「これに」を「これ

らに」に改め、同条第 5 項中「参加した者」を「参加した供給

者」に、「及び」を「又は」に改め、同条第 6 項中「及び」を

「又は」に、「又は」を「又は書面により」に改め、同条第 8項

中「文書をもって」を「書面により」に改め、同条第10項中「及

び」を「又は」に、「委員会」を「書面により委員会」に改め、

同条第13項中「苦情申立人、参加者若しくは関係調達機関の求め

により、又は委員会の判断」を「その判断」に改め、同条第14項

中「及び」を「又は」に、「又は」を「若しくは」に、「公開す

るよう」を「公開で行うこと又は証人の出席を」に改め、同項に

後段として次のように加える。

この場合において、委員会は、原則として、その求めに応ず

るものとする。

第 8条中第16項を第17項とし、第15項を第16項とし、第14項の

次に次の 1項を加える。

15　前項の意見若しくは報告の陳述又は証人の出席は、苦情申立

人、参加者、関係調達機関その他の調達に利害関係を有する者

の営業上の秘密、製造過程、知的財産その他当該者に関する商

業上の秘密情報の保護に配慮されたものでなければならない。

第 9条中「規定による」を削り、「文書で」を「書面により」

に改める。

第10条第 1 項中「受理された場合」を「受理された場合は」

に、「次に」を「、次に」に改め、同項第 2号中「苦情事項のす

べてに」を「苦情に関する事項の全てに」に改め、同条第 3項中

「供給者の」を「調達に利害関係を有する者の同意があった場合

を除き、当該者の」に、「供給者が」を「当該者が」に改める。

第11条第 1 項中「協定」を「協定等」に改め、同条第 2 項中

「協定」を「協定等」に改め、同項第 1号及び第 2号中「行う」

を「行うこと」に改め、同項第 3号中「再審査する」を「再審査

すること」に改め、同項第 4号中「契約締結者とする」を「契約

締結者とすること」に改め、同項第 5号中「破棄する」を「破棄

すること」に改め、同条第 3項中「協定」を「協定等」に、「調

達機関に」を「関係調達機関に」に、「調達の」を「当該調達

の」に、「調達機関の業務」を「関係調達機関の業務」に改め、

同条第 7項を同条第 8項とし、同条第 6項中「応じる」を「応ず

る」に改め、同項を同条第 7項とし、同条第 5項ただし書中「理

由」を「、書面により理由」に改め、同項を同条第 6項とし、同

条第 4 項を同条第 5 項とし、同条第 3 項の次に次の 1 項を加え

る。

4　委員会の委員が少数意見の公表を求めた場合においては、委

員会は、当該少数意見を報告書に付記することができる。

第12条第 1 項中「要請する」を「書面により要請する」に改

め、同条第 2項中「その旨を」を「、その決定の結果及びその理

由を書面により」に改め、同条第 3 項中「次の」を「次に掲げ

る」に改め、同項第 1号中「 6作業日」を「 6日」に、「提出す

るものとする。」を「提出するものとし、」に改める。

第14条中「協定」を「協定等」に、「文書」を「文書（電子的

手段による当該調達の実施に関する履歴を適切に確認するための

データを含む。）」に、「保管しなければ」を「保存しなけれ

ば」に改める。

附　則

この告示は、令和 3年12月 3日から施行する。

高知県告示第1034号

高知県政府調達苦情検討委員会設置規程（平成 8年 9月高知県

告示第585号）の一部を次のように改正する。

令和 3年12月 3日

高知県知事　濵田　省司

第 1条を次のように改める。
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（設置）

第 1条　高知県政府調達に関する苦情の処理手続要領（平成 8年

9 月高知県告示第584号。以下この条において「要領」とい

う。）の規定に基づき、県の機関又は高知県公立大学法人が行

う調達であって、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手

続の特例を定める政令（平成 7 年政令第372号）第 1 条の2012

年 3月30日ジュネーブで作成された政府調達に関する協定を改

正する議定書によって改正された協定（同条の1994年 4 月15日

マラケシュで作成された政府調達に関する協定をいう。）、経

済上の連携に関する日本国と欧州連合との間の協定その他の国

際約束の適用を受ける調達に関係する供給者（要領第 3条第 1

項に規定する供給者をいう。）の苦情について、公平かつ独立

した立場から検討し、関係調達機関（要領第 5条第 2項に規定

する関係調達機関をいう。）への提案等を行うため、高知県政

府調達苦情検討委員会（以下「委員会」という。）を置く。

第 3条第 3項を同条第 4項とし、同条第 2項の次に次の 1項を

加える。

3　委員の任期が満了したときは、当該委員は、後任者が委嘱さ

れるまで引き続きその職務を行うものとする。

第 4条中「知り得た」を「知ることのできた」に改め、「、ま

た」を削る。

第 5条第 3項中「事故があるとき」を「事故があるとき又は委

員長が欠けたとき」に改める。

第 6条第 4項を同条第 5項とし、同条第 3項中「の出席がなけ

れば、会議を開き、」を「が出席しなければ、議事を開き、及

び」に改め、同項を同条第 4項とし、同条第 2項を同条第 3項と

し、同条第 1項の次に次の 1項を加える。

2　委員長は、会議を招集しようとするときは、書面により、会

議の日時、開催場所及び議事をあらかじめ委員に通知するもの

とする。ただし、緊急やむを得ない場合は、この限りでない。

第 8条中「委員会が」を「委員会において」に改め、同条を第

9条とする。

第 7条中「会計管理局会計管理課」を「高知県会計管理局会計

管理課」に改め、同条を第 8条とし、第 6条の次に次の 1条を加

える。

（議事録の作成）

第 7条　委員会は、会議の議事について、その都度議事録を作成

するものとする。ただし、議長がその必要がないと認めたとき

は、この限りでない。

附　則

この告示は、令和 3年12月 3日から施行する。
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